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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第83期

第１四半期

連結累計期間

第84期

第１四半期

連結累計期間

第83期

会計期間
自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日

至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

売上高 （千円） 14,295,42218,891,30971,847,593

経常利益 （千円） 298,394 230,999 1,182,653

四半期（当期）純利益 （千円） 108,289 266,291 361,669

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 101,281 159,455 571,728

純資産額 （千円） 19,814,92920,200,47820,163,142

総資産額 （千円） 45,098,14947,337,85449,308,590

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 3.55 8.72 11.85

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.9 42.7 40.9

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　
　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものである。

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、依然として厳しい状況

にあるものの、復興需要等を背景として、緩やかな回復基調で推移した。

建設業界においては、公共設備投資・民間設備投資ともに持ち直し傾向にあるが、建設労働者の需給状

況に逼迫感が見られ、また熾烈な受注価格競争が続いており、極めて厳しい経営環境となった。

このような経済情勢の中で、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、以下のとおりとなっ

た。

売上高は、前年同四半期比32.1％増の188億91百万円となった。

利益については、営業利益は前年同四半期比34.0％減の1億30百万円、経常利益は前年同四半期比

22.6％減の2億30百万円、四半期純利益は前年同四半期比145.9％増の2億66百万円となった。

セグメントの業績は、次のとおりである。

①  建設事業

完成工事高は、前年同四半期比22.3％増の161億29百万円となった。セグメント損失（営業損失）は、

完成工事総利益率の低下により、1億41百万円（前年同四半期は1億41百万円のセグメント利益）と

なった。

②  不動産事業等

不動産事業等売上高は、開発型不動産売上の増加により、前年同四半期比149.3％増の27億61百万円

となった。セグメント利益（営業利益）は、売上高の増加により、前年同四半期比70.7％増の2億17百万

円となった。

　
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ4.0％減の473億37百万円

となった。主な増減は現金預金の増加25億53百万円、受取手形・完成工事未収入金等の減少33億99百万

円、仕掛販売用不動産の減少16億63百万円等である。

負債合計は、支払手形・工事未払金等が18億15百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ

6.9％減の271億37百万円となった。

純資産合計は、利益剰余金が配当金の支払により1億22百万円減少する一方、四半期純利益の計上によ

り2億66百万円増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ0.2％増の202億円となった。

これにより当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ1.8ポイント向上

し42.7％となった。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はない。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりである。

　

株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

(Ⅰ) 会社支配に関する基本方針の内容

上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引が認め

られており、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一

概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考え

ます。

　しかしながら、このような株式の大規模な買付や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひ

いては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を強要するおそれのあ

るもの、対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検討するための、あるいは対象会社の取締

役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないものなど、不適切なものも少なくあり

ません。

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさま

ざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係等を十分に理解し、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えています。

　従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又は

これに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切である

と考えます。

　
(Ⅱ) 会社支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社では、多数の株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を実施しています。これら

の取組みは、上記(Ⅰ)の基本方針の実現に資するものと考えています。

　企業価値向上への取組み

　当社は、総合建設業を営み、創業は1586年（天正14年）と420年余の社歴を有しています。『建築主体

の活力ある優良企業として、創業から培われてきた経験と技術を生かし、社会に貢献し続ける企業を目

指す』の企業ビジョンのもと“質素で堅実な企業風土を守り、地道に本業に取組む”経営姿勢を貫き、

積み重ねてきた幾多の施工実績と健全な企業体質により、顧客・取引先及び従業員等のステークホル

ダーとの間に築かれた良好な関係を維持し促進することにより、企業価値を向上させていきたいと考

えています。

　当社として、具体的には以下のとおり取組んでまいります。

①　安定した工事量と収益源の確保

従来からの顧客の掘り起こしと新規顧客の開拓を着実に進め、提案型受注活動に積極的に取組むと

ともに、メンテナンスや耐震改修・リニューアル工事等きめ細かな営業活動にも注力し、特定の用途種

別に集中することなく、バランスの取れた受注の確保に努めてまいります。

②　工事品質の向上とコストの低減

新技術・新工法の開発と伝統技術の研鑽・新技術との融合に取組み、技術力の向上、高品質で適正価

格の構築物の提供に努めてまいります。

③　社寺建築技術の継承

創業以来手がけてきた数多くの「神社仏閣」や「城郭・文化財」等の、伝統技術の継承を当社の社

会的使命と位置づけて積極的に取組んでまいります。

④　不動産事業等の拡充

安定した収益源の確保と保有資産の有効活用のため、計画的な事業拡充を図ってまいります。
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⑤　企業体質の強化、財務の健全化

多額の代金立替の発生や多岐にわたる回収条件の設定等、受注産業としての建設業の特性を勘案し、

財務体質の強化、流動資金の確保は喫緊の課題であり一層の強化に努めてまいります。

⑥　社会的信頼の向上

『お客様の立場に立って考え行動する』を基本的な行動指針とし、企業活動を通じ安全への積極的

な取組み、品質及び顧客満足の向上、環境保護への取組み、コンプライアンスの徹底や社会的規範の遵

守、的確な情報開示や地域社会との共生等に対する推進体制を構築し、社会的責任の向上に取組んでま

いります。

　
(Ⅲ) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組みの概要

当社は、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配され

ることを防止する取組みとして「当社株式の大規模買付行為への対応策」（以下、「本プラン」とい

います。）を導入しております。

　当社は、上記不適切な者により突然大規模買付行為がなされたときに、当該大規模買付行為が妥当か

どうかを、株主の皆様が短期間のうちに適切に判断するためには、大規模買付者及び当社取締役会の双

方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠であると考えます。

　そこで議決権割合を20%以上とすることを目的とする、又は結果として議決権割合が20%以上となる当

社株券等の大規模買付者に対して、事前に取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会が

当該大規模買付行為について評価・検討を行うための期間を設け、係る期間が経過した後に大規模買

付行為が開始されるべきであることを要請するルールを策定いたしました。

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、及び大規模買付ルールが遵守されている場合で

あっても、当該大規模買付行為が会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を著しく損なうと取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえ

で、対抗措置の発動に係る取締役会決議により、新株予約権の無償割当等対抗措置（以下「買収防衛

策」といいます。）を講ずることがあります。

　
(Ⅳ) 本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の

地位の維持を目的とするものでないことについて

本プランは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な大規模買付者か

らの情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会を保証す

ることを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じる

か否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の

利益の保護につながるものと考えます。従いまして、大規模買付ルールの設定は、株主及び投資家の皆

様が適切な投資判断を行う上での前提となるものであり、株主及び投資家の皆様の利益に資するもの

であると考えます。また、取締役会の恣意を排除し、その判断の合理性及び公正性を担保するために取

締役会から独立した機関として独立委員会を設置し、買収防衛策の発動の是非について諮問し、勧告な

いし助言を受けることとしていますので、取締役の地位の維持を目的とするものではありません。

　
　
(4) 研究開発活動

特記事項なし。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成24年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年８月９日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 30,580,000 30,580,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株である

計 30,580,000 30,580,000 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成24年６月30日 － 30,580,000 － 4,000,000 － 322,516

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

している。

　

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 50,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,214,000 30,214 －

単元未満株式 普通株式 316,000 － １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 　 30,580,000 － －

総株主の議決権 － 30,214 －

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が600株及び当社所有の自己株式131

株が含まれている。
　

② 【自己株式等】
平成24年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

松井建設株式会社

東京都中央区新川

１―17―22
50,000 － 50,000 0.16

計 － 50,000 － 50,000 0.16

　
　

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載

している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 11,205,852 13,759,401

受取手形・完成工事未収入金等 16,413,526 ※２
 13,013,745

有価証券 － 500,000

未成工事支出金 292,472 591,505

販売用不動産 391,372 169,917

仕掛販売用不動産 2,984,135 1,320,999

その他のたな卸資産 112,874 104,043

その他 743,381 914,492

貸倒引当金 △51,757 △51,365

流動資産合計 32,091,856 30,322,740

固定資産

有形固定資産

土地 5,263,975 5,263,975

その他（純額） 4,582,396 4,515,309

有形固定資産合計 9,846,371 9,779,284

無形固定資産 77,363 75,702

投資その他の資産

投資有価証券 4,860,324 4,687,314

その他 3,393,652 2,980,468

貸倒引当金 △960,977 △507,656

投資その他の資産合計 7,292,998 7,160,126

固定資産合計 17,216,734 17,015,113

資産合計 49,308,590 47,337,854
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 19,740,239 17,925,129

未払法人税等 147,174 95,536

未成工事受入金 4,116,057 3,778,494

工事損失引当金 344,200 440,700

その他の引当金 596,621 396,565

その他 215,565 737,599

流動負債合計 25,159,858 23,374,023

固定負債

退職給付引当金 3,062,694 3,053,925

負ののれん 46,392 34,794

その他 876,502 674,632

固定負債合計 3,985,589 3,763,351

負債合計 29,145,448 27,137,375

純資産の部

株主資本

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金 333,719 333,719

利益剰余金 15,223,579 15,367,751

自己株式 △22,710 △22,710

株主資本合計 19,534,588 19,678,759

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 628,553 521,718

その他の包括利益累計額合計 628,553 521,718

純資産合計 20,163,142 20,200,478

負債純資産合計 49,308,590 47,337,854
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 14,295,422 18,891,309

売上原価 13,249,034 17,992,025

売上総利益 1,046,387 899,284

販売費及び一般管理費 848,457 768,710

営業利益 197,929 130,573

営業外収益

受取利息 11,255 14,665

受取配当金 59,724 55,653

負ののれん償却額 11,598 11,598

その他 24,373 25,504

営業外収益合計 106,951 107,421

営業外費用

支払利息 2,904 3,797

支払手数料 3,024 3,159

その他 557 37

営業外費用合計 6,486 6,995

経常利益 298,394 230,999

特別損失

災害による損失 24,771 －

投資有価証券評価損 90,032 －

特別損失合計 114,804 －

税金等調整前四半期純利益 183,589 230,999

法人税、住民税及び事業税 27,000 57,000

法人税等調整額 48,299 △92,291

法人税等合計 75,299 △35,291

少数株主損益調整前四半期純利益 108,289 266,291

四半期純利益 108,289 266,291
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 108,289 266,291

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △7,007 △106,835

その他の包括利益合計 △7,007 △106,835

四半期包括利益 101,281 159,455

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 101,281 159,455
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【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。

これによる損益に与える影響額は軽微である。

　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１  保証債務

下記会社の分譲住宅販売に係る手付金について保証を行っている。
　

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

㈱グローバル・エルシード 90,500千円

㈱フージャースコーポレーション 89,750　

トラストネットワーク㈱ 70,200　

㈱新昭和 9,900　

計 260,350　

　

㈱フージャースコーポレーション 103,690千円

㈱新昭和 77,050　

トラストネットワーク㈱ 4,000　

㈱グローバル・エルシード 3,100　

計 187,840　

　

　
※２  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

　　なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれている。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 ―　 420千円

　
３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行とコミットメントライン契約を締結してい

る。

　　前連結会計年度末及び当四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は

次のとおりである。
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

貸出コミットメントの総額 6,000,000千円 6,000,000千円

借入実行残高 －　 －　

差引額 6,000,000　 6,000,000　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のと

おりである。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

減価償却費 67,289千円 77,158千円

負ののれんの償却額 11,598千円 11,598千円

　

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 122,124 4.00平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 122,119 4.00平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：千円）

　
報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

建設事業 不動産事業等

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 13,187,7501,107,67214,295,422 － 14,295,422

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

458,981 2,633 461,614△461,614 －

計 13,646,7311,110,30514,757,036△461,61414,295,422

セグメント利益 141,722 127,181 268,903△70,974 197,929

(注) １．セグメント利益の調整額△70,974千円には、セグメント間取引消去48,814千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△119,789千円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

ある。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。
　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項なし。

　
当第１四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報
（単位：千円）

　
報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

建設事業 不動産事業等

売上高
　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 16,129,6022,761,70618,891,309 － 18,891,309

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

252,851 1,359 254,210△254,210 －

計 16,382,4542,763,06519,145,520△254,21018,891,309

セグメント利益又は損失（△） △141,717 217,081 75,364 55,209 130,573

(注) １．セグメント利益の調整額55,209千円には、セグメント間取引消去139,759千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△84,549千円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

る。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。
　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に

伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税

法に基づく方法に変更している。

これによるセグメント損益に与える影響額は軽微である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純利益 (円) 3.55 8.72

(算定上の基礎) 　 　 　

四半期純利益 (千円) 108,289 266,291

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 108,289 266,291

普通株式の期中平均株式数 (株) 30,530,688 30,529,869

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

　
(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月７日

松井建設株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    河　　野　　　明　      印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    久　　保　　　隆　　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松井
建設株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松井建設株式会社及び連結子会社の平成24年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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